
　国民民主党は11月11日、自民党との党首会談を実施。令和6年度の経済対策および補正予算に関して、①
災害対策（能登半島地震、豪雨災害の復旧・復興と防災・減災対応）、②103万円の壁対策、③エネルギー対
策の3点を要望しました。

　これに先立ち、自民党、立憲民主党、日本維新の会、公明党の各党と幹事長・国対委員長会談、自民党、公明党とそれぞれ政
調会長会談を行い、政策や法案などの案件ごとに協議することを確認しました。国民民主党は、衆議院選挙で掲げた政策の実
現に向け全力で取り組んでいます。

❶災害対策
（1）能登半島地震、豪雨災害の復旧・復興
①道路の早期復旧
②災害公営住宅の用地費、造成費（災
害救助法対象外）

③国定公園内被災施設の復旧費への
災害対応特例適用

（2）防災・減災対応
避難所となる全国の体育館へのエア
コン設置・ランニングコスト支援（設置
率22.1％・9月1日現在）

❷103万円の壁対策
①所得税の基礎控除等を103万円から
178万円に引き上げ
②特定扶養控除の年収要件の引き上げ

❸エネルギー対策
①ガソリン減税によるガソリン代引下げ
及び航空機燃料支援
②電気代（再エネ賦課金一時徴収停
止）・ガス代等の引下げ

❶災害対策 ❷103万円の壁対策

❸エネルギ 対策

自民党との幹事長・国会対策委員長会談（10月31日） 立憲民主党との幹事長・国会対策委員長会談（11月1日）

令和6年度経済対策および補正予算に関する要望 2024年11月11日時点

国民民主党、
政策実現に向けて前進



家計支援 子ども・子育て
支援、若者支援

減税 社会保険料
の軽減

その他
所得税消費税

社会
保険料

●トリガー条項の凍結解除
によるガソリン代負担軽減

●再エネ賦課金の徴収停
止による電気代負担軽減

●消費税を実質賃金が持
続的にプラスになるまで
一律5％に減税、インボ
イス廃止

●所得税減税
基礎控除等を103万円
→178万円に拡大※

年少扶養控除を復活

●負担能力に応じた窓口
負担

●公費投入増による後期
高齢者医療制度に関す
る現役世代の負担軽減

●高校までの教育無償化
●給食費と修学旅行費を
全国一律無償化

●所得制限撤廃
●奨学金債務の負担軽減
（教員等は全額免除）

●年収の壁対策
●基礎年金の最低保障機能
強化

●就職氷河期対策

※1995年からの最低賃金上昇率1.73倍に基づく

みんなの手取りを増やす。国民民主党の政策2024

　国民民主党は10月27日に投開票された衆議院議員選挙で28議席を
獲得し、選挙前の7議席から4倍増を達成しました。また、比例代表では
前回衆院選の259万票から2.4倍となる617万票を獲得しました。
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国民民主党 第50回衆議院議員総選挙 結果 議席数 比例票

石川1区（比例北陸信越）

小竹 凱
神奈川19区（比例南関東）

深作 ヘスス
千葉5区（比例南関東）

岡野 純子
神奈川18区（比例南関東）

西岡 義高
東京17区（比例東京）

円 より子
東京2区（比例東京）

鳩山 紀一郎
東京13区（比例東京）

森 洋介

埼玉14区

鈴木 義弘
埼玉13区

橋本 幹彦
茨城5区

浅野 哲
埼玉4区（比例北関東）

岸田 光広
山形2区（比例東北）

菊池 大二郎
比例北海道

臼木 秀剛
秋田3区

村岡 敏英

大阪8区（比例近畿）

平岩 征樹
愛知16区

福田 徹
愛知7区

日野 紗里亜
愛知11区

丹野 みどり
愛知2区

古川 元久
岐阜3区（比例東海）

仙田 晃宏
静岡4区

田中 健

宮崎2区（比例九州）

長友 慎治
長崎1区

西岡 秀子
愛媛1区（比例四国）

石井 智恵
福岡4区（比例九州）

許斐 亮太郎
香川2区

玉木 雄一郎
兵庫3区（比例近畿）

向山 好一
広島2区（比例中国）

福田 玄

当選者一覧（北から順に）




